
各種手続にはマイナンバーが必要です

大河原町子ども家庭課 児童福祉係

〒９８９-１２９５ 大河原町字新南１９番地

☎０２２４－５３－２２５１ 内線１９１・１９２



　大河原町では、子育て家庭における負担を軽減するため、お子様が

　医療機関を受診する際の自己負担額(※)の助成をおこなっています。

助成とは 　※自己負担額・・・未就学児：保険診療分の２割　

小学生以上：保険診療分の３割

　大河原町に住民登録のある「０歳～１８歳（高校３年生の年齢）」

　までのお子様で各種医療保険に加入しているかた

　助成されるのは、保険診療による自己負担額（入院時食事療養費

　を除く）です。健康診断、予防接種、差額室料、薬の容器代、

　選定療養費等保険適用外の費用は助成されません。

　　◎入院・外来の医科・歯科・調剤（薬局）・訪問看護・補装具等

　所得による制限はありません。
　（平成２８年４月診療分から、所得制限がなくなりました。）

　※ただし、所得の確認は必要になりますのでご了承願います。

　受給者証の有効期限は１年間（１０月１日～翌年９月３０日）です。

　一度登録したかたについては、自動更新となりますので更新手続は

　不要です。資格審査により継続助成と認定したかたには、９月中に

　新しい受給者証をお送りします。

　なお、詳細は９月広報紙でお知らせいたします。

　次の場合は、必ず届出をしてください。

　 １．住所に変更があったとき（町内で転居・町外へ転出）

２．お子様の氏名に変更があったとき

３．加入の健康保険に変更があったとき

　（退職、就職、扶養者変更、記号番号変更等）

４．振込先口座を変更したとき

５．生活保護を受けるようになったとき 等

の届出
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※届出をしないと、助成が受けられなくなったり、医療費を返還

していただくようになる場合もありますので、ご注意願います。



　　保護者（受給者）はお子様の健康保険の扶養者になります。

　（扶養者が別居している場合は、同居の親族が受給者になります。）

　　◎登録に必要なもの

１．資格登録申請書

２．健康保険証（お子様のもの、もしくはお子様の

　　健康保険の扶養者のもの）

３．預金通帳（受給者名義の普通預金）

４．受給者のマイナンバーカード（個人番号カード）

　　またはマイナンバー通知カード

５．受給者の本人確認書類（免許証等写真付きのもの）
　　　※写真付きのマイナンバーカードを提出した場合は不要です。

　　　※代理のかた(親族のみ)が手続きをする場合は、代理のかたの

　　　　本人確認書類(免許証等写真付きのもの)が必要になります。

６．配偶者(妻または夫)のマイナンバーカード（個人番号カード）

※手続には、マイナンバーが必要です。 　　またはマイナンバー通知カード

地方税関係情報取得に関する同意書：父・母（または養育者）分

　※本人の自筆のもの

　★所得の確認について

　子ども医療費助成は、町と県の事業です。町の所得制限はありませんが、県の事業

　には所得制限がありますので、所得の確認は必要になります。

　１月１日時点で大河原町以外に住民登録があったかたは、マイナンバー制度による

　情報連携により所得の確認を行いますので、必ず同意書の記入をお願いいたします。

　健康保険証と一緒に受給者証を提示することによって、

　医療機関等の窓口で、医療費を支払う必要がありません。

ただし、次の場合はいったん窓口で医療費を支払い、

①領収書　②受給者証　③お子様の保険証

をお持ちのうえ、役場で手続きをお願いします。

３～４か月後に、登録の口座に医療費を振込いたします。

１．受診の際に、受給者証を提出しなかった

２．県外の医療機関で受診した

３．この制度に対応していない医療機関で受診した

４．この制度に対応していない健康保険の被保険者 等

が必要です！

　昨年及び今年の１月１日時点で大河原町以外に住民登録があったかたのみ
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　医療費の自己負担額が限度額（※）を超えた場合、その超えた分が

　高額療養費として加入している健康保険から支給されます。

　子ども医療費の対象となるのは、自己負担限度額までとなります。

　　　　　↓ 　※自己負担限度額（月額）

　　どの区分に該当するかは、加入している健康保険へお問い合わせください。

≪医療費が高額になる場合の手続き≫

　★入院や手術など、医療費が高額になると思われる場合は、医療機関

　　へ医療費の支払をする前に、加入している健康保険から限度額適用

　　認定証を取得し、子ども医療費受給者証と一緒に医療機関へ提出し

　　てください。これにより窓口での自己負担がなくなります。

　　限度額適用認定証を提出せず、高額療養費分を支払った場合は、加

　　入している健康保険へ払い戻しの申請をしてください。

　★限度額適用認定証を提出しないと、子ども医療費の過払いや追加支

　　払等の手続きが生じ、受給者のかたに面倒な手続きをお願いする場

　　合もありますので、医療費が高額になると思われる場合は必ず加入

　　している健康保険に相談し「限度額適用認定証」を取得してください。

　高額療養費の手続きや限度額適用認定証の取得方法については、

　加入している健康保険へお問い合わせください。

　関節用装具、コルセット、９歳未満のお子様の小児弱視用メガネ等、

　医師が認め、保険適用になった治療用装具は助成の対象となります。

　ご加入の健康保険で８割分・または７割分の払い戻しを受けた後、

　子ども医療費の手続きをしてください。

　◎手続きに必要なもの

　①補装具の領収書　②医師の診断書・指示書等　③ご加入の健康保険

　からの支給決定通知書（大河原町国保は不要）　④受給者証

　⑤お子様の健康保険証 （①・②は健康保険に提出した場合は、写しでかまいません。）

作成した場合
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になる場合

ご加入の健康保険から

「限度額適用認定証」

を取得してください！

補装具を

限度額適用認定証とは・・・

医療費の支払額が高額となるとき、医療機関へ掲示することにより、支払を自己負担の限度額ま

でにとどめることができるものです。

社保：標準報酬月額26万円以下

国保：年間所得210万円以下

社保：標準報酬月額28万～50万円

国保：年間所得210万～600万円

社保：標準報酬月額53万～79万円

国保：年間所得600万～901万円

社保：標準報酬月額83万円以上

国保：年間所得901万円超
252,600円　＋

医療費が842,000円を超え

た場合は、その超えた分の

1％

93,000円

140,100円

57,600円 44,400円

80,100円　＋
医療費が267,000円を超え

た場合は、その超えた分の

1％

44,400円

167,400円　＋
医療費が558,000円を超え

た場合は、その超えた分の

1％

所得区分 限度額(12か月以内に1～3回) 4回目以降

低所得者(住民税非課税者) 35,400円 24,600円


